
地方公会計制度とは？

平成18年6月に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」が成立し、同法を踏
まえ、地方公共団体の資産・債務改革の一環として、総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更
なる更なる推進のための指針」の中で財務諸表を整備することが求められています。

これに基づき、財政状況をよりわかりやすく提供するため、減価償却費など企業会計的な手法を取り入れた
財務諸表（貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書の4表）を作成いた
しましたのでお知らせいたします。

今回お知らせする資料は「総務省方式改訂モデル（概要版）」で作成しています。

収入と支出の説明に特化

地方税や地方交付税がどれだけ
あって、一会計年度中にどれだ
け支出したのかを説明するため
の資料です。

歳入歳出

決算書

これまでの公会計制度から何がかわったの？

これまでの地方公共団体の公会計制度では、その年の収入と支出がわかりやすいようになって
いた反面、今まで整備してきた資産やこれまでに行ってきた借入金などの負債がどれだけあるの
か、どこに多くの経費がかかっているのかなどの情報が見えにくくなっていました。

新地方公会計制度では、保有している資産や負債の状況、行政サービスを提供するためにか
かったコストなどが見やすい表になっており、皆様により詳細な状況を知っていただけます

純資産の方が負債より多いほど健全な財政運営ができているといえます。
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資産や負債の状況、行政コストの把握が容易
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約1115億円
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純資産の部

負債の部資産の部

借 方 貸 方

公共資産（道路・公園・学校など）

112,103,904 

投資等（基金・出資金など）

6,438,585 

流動資産（現金預金・未収金など）

資産合計

固定負債（地方債・退職金引当金など）

流動負債（未払金・賞与引当金など）

資産形成に使った市税・補助金など

純資産合計

3,929,129 

34,830,471 

うち有形固定資産

うち現金

負債合計

111,456,810 

1,121,927 

123,843,924 

38,759,600 

85,084,324 

負債＋純資産合計 123,843,924 

5,301,435 

単位[千円]

■姶良市の「普通会計」
地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計、企業会計に区分されます。
実施している事業の相違などから、個々の団体毎に会計の設置方法などがことなっているた
め、各団体間の比較ができるよう、全国統一的な基準により、一般会計と一部の特別会計を合
計した統計上の会計が普通会計です。
《姶良市の普通会計を構成する主な会計》
○一般会計
○地域下水処理事業特別会計
○農林業労働者災害共済事業特別会計

平成25年度の姶良市の普通会計財務諸表がまとまりましたのでお知らせいたします

市が保有する

資産の総額

資産形成のために

すでに支払った金額

資産形成のため

に作った借金額

資産と負債・純資産を割合にしてみると・・・

貸借対照表のうち
有形固定資産の内
訳を見てみよう！
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経常行政コスト（A）

人にかかるコスト（職員給与・退職手当など）

物にかかるコスト（減価償却費・施設の維持管理費など）

移転支出的なコスト（社会保障費・補助金など）

その他のコスト（地方債の利子など）

経常収益（B）

経常収益（使用料・手数料、分担金・負担金など）

経常収益とは、行政サービスの利用で、皆さんが直接負担する施設利用料や証明手数料などのことです

純経常行政コスト（A）-（B）

行政サービスを提供

するためのコスト

行政サービス直接対価

としての収入額

経常行政コストから

経常収益を引いたもの

4,446,569 

7,138,486 

11,246,842 

297,609 

23,129,506 

972,287 

22,157,219 

行政コスト計算書からわかること

行政コスト計算書（民間では損益計算書）と
は、福祉サービスやゴミの収集のように資産形
成と関係のない行政サービスを行うために、１
年間にどこにどれだけの費用がかっているの
か、使用料と手数料などの収入はどのくらいあ
るのかを示したものです。

減価償却費って？

車を60万円で購入したとします。5年使用後
に10万円で売却した場合、車の価値が1年ごと
に10万円ずつ減少したことになります。

価値が減少した１０万円を、その年の経費とし
て計上することが減価償却費です。

経常収益

行政コスト計算書は、発生主義に
基づいて作成されるため、現年調整
額を計上しています。

収入項目のうち「使用料・手数
料」「分担金・負担金・寄付金」の
みが計上され、その他の地方税や国
庫(県)支出金などは純資産変動計算書
に計上しています。

これは、行政コスト合計から直接
の受益者負担を除き、地方税や補助
金で賄うべきコストがどれだけある
かを把握するためです。

972,287 

単位[千円]

１人当たりに換算すると、
よりわかりやすいね

75,907

約163.2

約51.1

約112.1

約29.2
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万円

万円

万円



純資産変動計算書からわ

かること

純資産変動計算書とは、
貸借対照表の純資産の部が
１年間でどのように変動し
たのかを計算する財務書類
です。

その計算は、昨年度の貸
借対照表の純資産に対して
どれだけ増加させる要因が
あり、どれだけ減少させる
要因があったかを差し引き
して行います。

資金収支計算書から
わかること
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期首純資産残高

当期変動合計

期末純資産残高

純経常行政コスト

一般財源（税収・地方交付税・国や県からの補助金）

その他（公共資産売却益・災害復旧費など）

今年度末の

純資産残高

昨年度末の純

資産残高

84,574,258 

-22,157,219 

22,920,982 

-253,697 

510,066 

85,084,324 

各
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① 純資産が負債の約2倍で、標準比の2倍とほぼ同比となっており、
純資産と負債の関係は良いといえます。

② 現世代・将来世代比率、流動比率、自己資本比率などの
自治体運営の指標から、標準的であるといえます。

③ 財政的には、今後増加が見込まれる社会保障給付に注意が必要です。

④ 公共施設等をはじめとした、本市が保有する資産の老朽化が進んでいます。
住民の皆様に、安心して継続した行政サービスを提供できるよう、
公共施設等の見直しを進めていきます。

⑤ 姶良市がもつ資産や負債を継続して正確に把握することで、
公平で安定的な行政サービスを行うことが可能となります。
そして、今後の姶良市の事業・施策評価・予算編成などに
繋げていくためにも、財務諸表を有効的に活用することが必要です。

まとめ 平成25年度末現在

単位[千円]

支出（人件費・社会保障費など）

期首資産残高

当年度資金増減額

期末資金残高

収

支

内

訳

経常的収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

収入（地方税・補助金・使用料など）

支出（公共資産整備費など）

収入（地方債・補助金など）

支出（投資及び出資金・貸付金など）

収入（貸付金回収額・公共資産売却益など）

1,426,960 

5,382,856 

19,803,639 

25,186,495 

-1,214,046 

4,140,256 

2,926,210 

-4,473,843 

4,682,653 

208,810 

-305,033 

1,121,927 

単位[千円]

資金収支計算書（キャッ
シュフロー計算書）とは、１
年間の自治体における収入
と支出を性質別に分類し
て、支出と財源の関係など
資金の流れを見るための財
務書類です。

今年度の現金収

支の結果形成さ

れた資金残高

昨年度末の

資金残高


